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厚生労働省 老健局

有料老人ホームの現状と課題・論点について

有料老人ホームにおける

望ましいサービス提供のあり方

に関する検討会（第１回） 資料３

2025年4月14日

有料老人ホームの指導・監督における課題
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• 経営状況等報告が令和5年度・令和6年度未提出であった施設があり、直接訪問し報告するように指導したが、施設長が反抗的な態度で
本調査の提出日現在未提出の状況が続いている。その他届出の提出もなく、運営・入居者の実態が把握できない状況が続いており、改
善命令等を発出・実行をしたいと思っているが、法令上具体的な処分基準が規定されていないため実行に至っていない。

• 行政処分ではないが、立入検査を拒否した際の罰則規定（老福法第40条第2項）について、適用に至るまでの過程が複雑でハードルが
高く、対応に大変苦慮している。

• 職員不在の時間帯がある中で、入居者の安全確保を理由に、夜勤職員の配置に向けた改善命令を検討したが、人手不足を理由に職員の
確保が困難であると施設側から主張された場合に、県の要求が過大であると判断される可能性を鑑み、処分に至らなかった。

• 入居者が残った状態での一方的な施設閉鎖、経営破綻により処分対象となる運営事業者があったが、その実体が既にない状況になって
しまったため。

行政処分まで至らなかった主な理由
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老人福祉法では「改善勧告」がないため、行政処分適用のハードルが高い

指導指針と老人福祉法との関係が不明瞭であるため、指導指針では根拠として弱い

行政処分適用の判断基準がない、漠然としている
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自治体の「処分基準」の策定状況

出典：令和６年度老健事業「多様化する有料老人ホームに対する指導監督のあり方に関する調査研究事業」
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I. 有料老人ホーム等の概要

II. 有料老人ホームを取り巻く課題

III.ご議論いただきたい事項

IV.当面の進め方

V. 参考資料
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1. 有料老人ホームの運営及びサービス提供のあり方
2. 有料老人ホームの指導監督のあり方
3. 有料老人ホームにおけるいわゆる「囲い込み」対策のあり方

• いわゆる「囲い込み」に関する指摘

59
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全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程） （令和５年12月22日閣議決定） （抜粋）

Ⅱ．今後の取組

２．医療・介護制度等の改革

＜②「加速化プラン」の実施が完了する2028 年度までに実施について検討する取組＞

（生産性の向上、効率的なサービス提供、質の向上）

◆サービス付き高齢者向け住宅等における介護サービス提供の適正化

• サービス付き高齢者向け住宅等における介護サービスの提供について、指摘されている入居者に対する過剰な介護サービスの提供
（いわゆる「囲い込み」）の実態把握に係るこれまでの取組を踏まえ、引き続き地方自治体と連携して、事業実態を把握した上で、
より実効的な点検を徹底するとともに、サービス提供の適正化に向けた更なる方策を検討し、必要な対応を行う。

経済財政運営と改革の基本方針2024 （令和６年６月21日閣議決定） （抜粋）

３．主要分野ごとの基本方針と重要課題 

（１）全世代型社会保障の構築

（医療・介護保険等の改革）

（略）

介護保険制度について、利用者負担が２割となる「一定以上所得」の判断基準の見直し、ケアマネジメントに関する給付の在り方、軽

度者への生活援助サービス等に関する給付の在り方については、第10期介護保険事業計画期間の開始の前までに検討を 行い、結論を得る。

あわせて、高齢者向け住宅の入居者に対する過剰な介護サービス提供（いわゆる「囲い込み」）の問題や、医療・介護の人材確保に関し、

就職・離職を繰り返す等の不適切な人材紹介に対する紹介手数料の負担の問題などについて、報酬体系の見直しや規制強化、公的な職業紹

介の機能の強化の更なる検討を含め、実効性ある対策を講ずる。また、深刻化するビジネスケアラーへの対応も念頭に、介護保険外サービ

スの利用促進のため、自治体における柔軟な運用、適切なサービス選択や信頼性向上に向けた環境整備を図る。
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我が国の財政運営の進むべき方向（令和６年５月 2 1日財政制度等審議会）（抜粋）
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②高齢者向け施設・住まいにおけるサービス提供の在り方

イ）利用者に対する囲い込み等への対応

有料老人ホームやサ高住の提供事業者は、介護報酬の仕組み上、自ら介護サービスを提供す

る（包括報酬）よりも、関連法人が外付けで介護サービスを提供した方（出来高払い）がより

多くの報酬を得ることが可能となっており、こうした構造が、未届けの施設を含めた、利用者

に対する囲い込み・過剰サービスの原因になっている。

また、自ら介護サービスを提供する施設よりも、外付けで介護サービスを活用する施設の方

が家賃等が安い傾向にある。安い入居者負担で利用者を囲い込み、関連法人による外付けサー

ビスを活用した介護報酬で利益を上げるビジネスモデルが成立している可能性がある。

このため、有料老人ホームやサ高住における利用者の囲い込みの問題に対しては、訪問介護

の同一建物減算といった個別の対応策にとどまらず、外付けで介護サービスを活用する場合も、

区分支給限度基準額ではなく、特定施設入居者生活介護（一般型）の報酬を利用上限とする形

で介護報酬の仕組みを見直すべきである。〔資料Ⅳ－３－７、８参照〕

我が国の財政運営の進むべき方向
（令和６年５月 2 1日財政制度等審議会）（抜粋）
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我が国の財政運営の進むべき方向
（令和６年５月 2 1日財政制度等審議会）（抜粋）
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我が国の財政運営の進むべき方向
（令和６年５月 2 1日財政制度等審議会）（抜粋）
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• いわゆる「囲い込み」の背景や実態
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出来高報酬
・外部サービス利用型の限度単位数が上限
［外部サービス利用型における各サービス
一回当たり単価/人］×［回数］×［人数］

「住宅型」有料老人ホーム
サービス付き高齢者向け住宅

「介護付き」有料老人ホーム
「特定施設入居者生活介護」の指定を受けた有料老人ホーム

入居者の介護度に応じ「介護専用型」又は「混合型」

有料老人ホームの類型に応じた報酬体系

要介護者

ホーム事業者

・生活相談
・ケアプラン作成
・食事の提供 等

一般型 外部サービス利用型

ホーム事業者

介護サービス事業者

委託料

介護

・生活相談
・ケアプラン作成
・食事の提供 等

ホーム事業者

介護サービス事業者
A,B,C・・・

・生活相談
・食事の提供 等

居宅介護支援（ケア
マネ）事業所

A,B,C・・・

要支援者・自立

入居者 入居者 入居者

「住宅型」有料老人
ホーム・サービス付
き高齢者向け住宅

・生活相談
・食事の提供 等

介護保険サービスを
利用する入居者 なし

包括報酬
［特定施設入居者生活介護費の一日
当たり単価/人］×［日数］×［人数］

包括報酬
［外部サービス利用型「基本サービス費」
の一日当たり単価/人］×［日数］×［人数］

＋

介
護
報
酬
体
系

出来高報酬
・区分支給限度基準額が
上限
［各サービス一回当たり
単価/人］×［回数］×［人
数］

ケアプラン作成介護

⇒ホームと同一・関連法人かつ併設等が多い

いわゆる「囲い込み」が
生じるおそれ

支払（居住
費用、自己

負担等）

支払（居住費用、
自己負担等）

支払（居住費用等）

支払（自己
負担）

サ
ー
ビ
ス
提
供
の
方
法

介
護

度

ホーム事業者から請求 ホーム事業者から一括請求 各介護サービス事業
者から請求

各ケアマネ事業所か
ら請求

介護

包括報酬
［居宅介護支援費の
一件当たり単価/人］
×［人数］
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併設・隣接建物

居住
居住

居住 居住

生活相談

介護

ケアプラン

生活相談

生活相談

生活相談

ケアマネ事業所

ケアプラン

食事

食事

食事

食事

介護事業所
介護事業所

入居契約

特定施設入居者生活介護
利用契約
(指定居宅サービス等運営基準
第178条1項)

有料老人ホーム
有料老人ホーム

有料老人ホーム
入居者

委託契約

入居契約

入居契約

特定施設入居者生活介護
利用契約
(指定居宅サービス等運営基準
第178条1項)

入居契約

居宅介護支援
利用契約
(指定居宅介護支援等
運営基準 第４条)

介護サービス
利用契約
(指定居宅サービ
ス等運営基準 各
条)

入居者

入居者入居者

有料老人ホーム

有料老人ホーム事業者と入居者との契約関係

➀ 一般型（包括的に自ら介護サービスを提供する特定施設） ➁ 外部サービス利用型

➀介護事業所が併設又は関連法人のパターン ➁介護事業所が併設又は関連法人ではないパターン

介護事業所

１．介護付き有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護の指定を受けた「特定施設」）

２．住宅型有料老人ホーム

ケアプラン 介護

ケアプラン

介護

介護サービス
利用契約
(指定居宅サービス等運営基
準 各条)

介護

受託居宅サービス事業者

書面 書面

（指定居宅サービス等運営基準第１９２条の2）

居宅介護支援
利用契約
(指定居宅介護支援等運
営基準 第４条)

ケアマネ事業所

ホームと契約関係にない

ホームと契約関係にない

※有料老人ホームが、入居に
当たって、併設・隣接のケアマ
ネ事業所・介護事業所の利用
を条件としているケースが確
認されている。
有料老人ホーム設置運営標
準指導指針では、入居者が介
護サービスを利用するにあた
り、有料老人ホーム設置者等
が①特定の事業者からの
サービス提供に限定又は誘導
すること、②利用者の希望を
妨げることがないよう規定し
ており、違反に該当する場合、
自治体の指導対象となる。
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住宅型有料老人ホーム等における介護・医療サービス事業所の併設・隣接状況①
（併設状況）

⚫ 併設又は隣接の介護等事業所がある住宅型有料老人ホームは79.1％、サービス付き高齢者向け住宅（非特定施設）は、83.4％
である（対して特定施設は23.7％）。

出典：令和6年度老健事業「高齢者向け住まいにおける運営形態の多様化に関する調査研究事業」
67
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住宅型有料老人ホーム等における介護・医療サービス事業所の併設・隣接状況②
（併設・隣接事業所のサービス種類）

⚫ 特定施設は「通所介護、通所リハ」が最も多く、併設・隣接合計で 14.9％、「居宅介護支援」 9.6％、「短期入所生活介護、短期
入所療養介護」 7.2％。

⚫ 住宅型は、「訪問介護」が最も多く、併設・隣接合計で 48.8％、「通所介護、通所リハ」44.9％、「居宅介護支援」 22.6％。

⚫ サ高住（非特定施設）は、「訪問介護」が最も多く 55.6％、「通所介護、通所リハ」43.5％、「居宅介護支援」29.3％。

出典：令和6年度老健事業「高齢者向け住まいにおける運営形態の多様化に関する調査研究事業」 68

介護事業所の併設・隣接の有無と施設単位の平均要介護度の関係

介護事業所の併設・隣接の有無による施設単位の平均要介護度の違いをみると、住宅型有料老人ホーム・サ高住ともに、隣接・

併設の介護事業所がある場合よりも、ない場合の方が、平均要介護度3以上ホームの割合が高い。（住宅型有料老人ホームで

７％、サ高住で4.1％の差）

出典：令和6年度老健事業「高齢者向け住まいにおける運営形態の多様化に関する調査研究事業」
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

併設・隣接なし

併設・隣接あり

3.0未満 3.0以上 無回答

N=879

住宅型有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅

N=151 

51.4%                                         44.5%                2.9% 

46.0%                                        51.5%                4.1% 

77.2%                                        18.4%    4.3% 

73.5%                                       22.5%    4.0% 

平均介護度

併設あり 2.8

隣接あり 2.7

2.7 

併設あり 2.2 

隣接あり 2.1

2.1 
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住宅型有料老人ホーム等における入居要件の実態
（併設・隣接等の介護・医療サービス事業所の利用等）

70出典：令和6年度老健事業「高齢者向け住まいにおける運営形態の多様化に関する調査研究事業」

○介護保険サービスを使う場合は、併設・隣接もしくは、関連法人の居宅介護支援事業所のケアマネジャーにケアプラン
を作成してもらうことを入居要件としている住宅型有料老人ホームは11.7％、サービス付き高齢者向け住宅は9.4％。

○入居したら併設・隣接もしくは関連法人の介護事業所のサービスを利用することを入居要件としている住宅型有料老人
ホームは27.2％、サービス付き高齢者向け住宅は13.5％。

有料老人ホーム事業における会計区分に関するルール

■有料老人ホーム設置運営標準指導指針（抄）
（４） 経理・会計の独立 
有料老人ホーム以外にも事業経営を行っている経営主体については、当該有料老人ホームについての経理・会計を明

確に区分し、他の事業に流用しないこと。

有料老人ホーム

■指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十七号）（抄）
※他の介護保険サービスも同様の規定

（会計の区分）
第三十八条 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所ごとに経理を区分するとともに、指定訪問介護の事業の会計
とその他の事業の会計を区分しなければならない。

（参考）介護保険サービス

71
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高齢者向け住まいと外部サービスの関係に関する地方公共団体の問題意識

高齢者向け住まいの運営事業者が、その
入居者に対し、運営事業者と同一の法人
が運営する居宅介護支援事業所の利用を
強要し、入居者によるケアマネジャー選
択の自由が阻害されているという課題が、
疑いも含めて起きているか

【介護支援専門員の選択の自由】

＜具体的な課題の内容＞
・同一法人が運営する介護事業所を利用する
と、家賃の割引がある。（13自治体、うち
７自治体が指導を実施）

・同一法人が運営する介護事業所を利用する
と他費用（サービス費用等）の割引がある。
（21自治体,うち13自治体が指導を実施）

・指導に至らなかった理由：疑いがあるが事
実確認ができず、住まい事業者や居宅介護
支援事業所が誘導した結果か、利用者が自
ら選択した結果か判断することができない。

【介護保険事業所の選択の自由】

運営事業者が入居者に対し、同一法人が
運営する介護サービス事業所（居宅介護
支援事業所を除く）の利用を強要し、入
居者による介護保険サービス事業所の選
択の自由が阻害されているという課題が、
疑いも含めて起きているか

＜具体的な課題の内容＞
・賃貸借契約等の契約書に特定の居宅介護支援
事業所（介護支援専門員）を利用することが
条件化されている。（８自治体、うち３自治
体が指導を実施）

・書面としては認められないが口頭で併設事業
所の利用の強制,指示,誘導等が行われている。
(９自治体,うち５自治体が指導を実施）

・指導に至らなかった理由：疑いがあるが、立
入検査等の際に証拠を確認することができな
かった。

【過不足ない介護保険サービスの提供】
高齢者向け住まいの入居者について、入
居者本人の状況に即したケアプランが作
成されず、過剰・過小なサービスが提供
されている課題が、疑いも含めて起きて
いるか

＜具体的な課題の内容＞
・入居者に対して一律に区分支給限度基準額ぎ
りぎりのサービス設定をしている。（45自治
体、うち34自治体が指導を実施。2自治体が
「取消・罰則」）

・包括サービス（小規模多機能、定期巡回･随時
対応型訪問看護介護・複合型サービス）を利
用する入居者が過小なサービス提供を受けて
いる。(３自治体、うち2自治体が指導を実施)

・指導に至らなかった理由：疑いがあるが、利
用者にとってサービスが過剰･過小か客観的に
判断が難しい。

N=110 N=110 N=110

出典：平成26年度老健事業「高齢者向け住まいを対象としたサービス提供のあり方に関する調査研究事業」

⚫ 平成26年度に都道府県・政令指定都市・中核市の介護保険指導部局に対して実施したアンケート調査では、入居者によるケアマネ
ジャーや介護サービス事業所の選択の自由が阻害されているという課題があるとする自治体が一定数あり、また、利用者に不利益
が生じている疑義があっても、行政指導や処分を行う根拠が乏しい場合があることが指摘された。
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●高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方針（平成21年8月19日厚生労働省・国土交通省告示第１号）（抄）

五 高齢者がその居宅において日常生活を営むために必要な保健医療サービス及び福祉サービスを提供する体制の確保に関する基本的な事項

４ 高齢者居宅生活支援サービスの提供

高齢者居宅生活支援サービスを提供する事業者は、高齢者居宅生活支援サービスについて、介護保険法等の関係法令を遵守するとともに、関係するガイ
ドライン等を参考にサービスの向上に努めることが望ましい。

また、入居者が、賃貸人若しくは登録事業者が直接提供する高齢者居宅生活支援サービス又は賃貸人若しくは登録事業者が委託し若しくは提携する事業
者が提供する高齢者居宅生活支援サービス以外の外部事業者が提供する高齢者居宅生活支援サービスの利用を希望した場合には、その利用を制限すべき
ではない。さらに、賃貸人又は登録事業者は、入居者が保健医療サービス又は福祉サービスを利用しようとする場合にあっては、賃貸人若しくは登録事
業者が直接提供する保健医療サービス若しくは福祉サービス又は賃貸人若しくは登録事業者が委託し若しくは提携する事業者が提供する保健医療サービ
ス若しくは福祉サービスに限定すべきではない。

高齢者居宅生活支援サービスの提供に当たっては、提供時間、職員の配置、職員の資格の有無等について居住者に十分に説明しておくことが望ましい。

高齢者向け住まいにおける介護サービス利用にあたっての遵守事項

●有料老人ホームの設置運営標準指導指針について（平成14年７月18日老発第0718003号老健局長通知（抄）

８ 有料老人ホーム事業の運営

(9) 医療機関等との連携

イ～ニ（略）

ホ 入居者が、医療機関を自由に選択することを妨げないこと。協力医療機関及び協力歯科医療機関は、あくまでも、入居者の選択肢として設置
者が提示するものであって、当該医療機関における診療に誘引するためのものではない。

ヘ 医療機関から入居者を患者として紹介する対価として金品を受領することその他の健康保険事業の健全な運営を損なうおそれのある経済上の
利益を受けることにより、入居者が当該医療機関において診療を受けるように誘引してはならないこと。

(10) 介護サービス事業所との関係

イ 近隣に設置されている介護サービス事業所について、入居者に情報提供すること。

ロ 入居者の介護サービスの利用にあっては、設置者及び当該設置者と関係のある事業者など特定の事業者からのサービス提供に限定又は誘導し
ないこと。

ハ 入居者が希望する介護サービスの利用を妨げないこと。

有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅
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平成27年度より規定
(平成27年３月30日改正)

Ｐ.9

Ｐ.9



高齢者住まいにおける適正なサービス提供確保のための更なる指導の徹底

有料老人ホーム等の高齢者向け住まい等に関し、指導監督権限をもつ都道府県等や保険者である市町村において、家賃や利
用者のケアプランの確認を行うことを通じて、介護保険サービスが入居者の自立支援等につながっているかなどケアの質の
確保の観点も考慮しながら、必要な場合には指導監督等を実施。

都道府県等
住宅部局 ⇔ 福祉部局

市町村

居宅介護支援事業所
ケアマネジャー

高齢者向け住まい
併設介護事業所

家賃設定等が不適切な可能性
のある住まいの情報

➀ケアプラン
点検・検証

➁改善指導➂情報提供➃実地指導等

※不適切なケアプランが

見つかった場合は②～④を実施

➀の実績
令和３年度：161自治体
令和４年度：246自治体
点検したケアプランの件数  3,838件

内、再検討（見直し）を促した件数   803件
内、ケアプランの変更が行われた件数   185件

【通知】高齢者向け住まい等における適正なサービス提供確保のための更なる指導の徹底について（令和３年３月18日老指発0318第
1号、老高発0318第１号、老認発0318第１号）（抄）

１．高齢者向け住まい等における家賃等入居契約内容の確認やケアプランの点検・検証

介護保険サービス事業所が併設等する高齢者向け住まい等において、家賃を不当に下げて入居者を集め、その収入の不足分を賄うため、入
居者のニーズを超えた過剰な介護保険サービスを提供している場合があるとの指摘があるところ。

このような指摘を踏まえ、都道府県の福祉部局は、住宅部局と連携して、介護保険サービス事業所が併設等する高齢者向け住まいの特定及
び入居契約の内容の確認を行い、家賃の設定が不適切な可能性があるもの（不当に低く設定している場合や、要介護度別に家賃を設定している
場合等）等の情報を市町村に情報提供すること。

市町村は、介護給付費適正化（特にケアプラン点検）担当部署において、都道府県からの情報等をもとに、不適切なケアプラン（ここで言
う不適切なケアプランとは「入居者のニーズを超えた過剰なサービス」を位置づけているプランを指す。）を作成している可能性がある居宅介
護支援事業所について、ケアプランの内容が入居者の自立支援や重度化防止等につながっているかの観点からの点検・検証を行っていただきた
い。

その結果、介護給付費適正化担当部署において、不適切なケアプランを作成している居宅介護支援事業所が判明した場合は、当該プランを
作成した居宅介護支援事業所に対して、ケアプランの改善を指導するとともに、居宅介護支援事業所の運営自体に問題があると判断した場合は、
指導監督部署と連携し、実地指導等を実施されたい。また、併せて、不適切なケアプランに基づき介護サービスを提供している事業所への実地
指導等を実施されたい。
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事業者の都合により、同一住宅・ホーム内の利用者のケアプランが画一的なものとなっている

事業者の都合により、区分支給限度基準額一杯まで同一法人による

介護保険サービスを設定したケアプランが多い

事業者の都合を意識することで、利用者にとって必要な介護保険サービスが

ケアプランに位置づけることが難しい場合がある

住宅・ホームの事業者から、同一法人（併設含む）の訪問介護や通所介護などの

利用を区分支給限度基準額一杯までケアプランに設定してほしいといった要請がある

基本的には、住宅・ホームと同一法人が提供するサービスを優先し、ケアプランが作成されている

ケアプランの見直しは、法定でのタイミング（認定更新や区分変更時）でのみ行っており、

それ以上はほとんど行っていない

ケアプランに記載された通りのサービス内容が提供されていない

ケアプランに記載された時間や曜日どおりにサービスが提供されているかがわからない

住宅・ホームの都合により、十分な説明なく、実施変更がなされる場合が多い

介護保険以外のインフォーマル（保険外）サービスの提案や活用は行われないことが多い

事業者からの要請で、疑問を抱くような内容がある

その他

あてはまるものはない

（％）

ケアマネジメント・ケアプラン作成にあたり問題となりうること

合計（n=336） 日本介護支援専門員協会会員（n=157） 調査会社モニター（n=179）

• モニター母集団により数値は異なるが、平均すると、25%程度が「同一法人の介護サービス利用を限度額

一杯にしてほしい」という住まい運営法人からの要請を受けている。

Q2 あなたが担当される利用者が居住する住宅・ホームについて、あてはまると思われるものをすべてお選びください。（ＭＡ）

ケアマネジャー等に対する調査結果

75出典：令和3年度老健事業「サービス付き高齢者向け住宅等における適正なケアプラン作成に向けた調査研究」報告書等から作成
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（１） 調査結果（件数）

（２） 入居者等からの相談・苦情の例

■ 系列の事業所を利用しなければ家賃の値上げを行うことをほのめかされた事例

相談者が入居後に有料老人ホームの施設長から、設置者が運営する通所介護事業所を週４日間必ず利用するように言われた。入居以前か

ら通っていた馴染みの通所介護事業所を利用したいと申し出たが、有料老人ホームの施設長から、「利用しなければ家賃を上げることにな

る」と言われた。

■ 居宅介護支援事業所の変更を求められた事例

相談者は有料老人ホームに入居する前から利用している居宅介護支援事業所のケアマネジャーがホームに入居後も引き続き担当すること

を希望していた。入居前に、有料老人ホームが指定した居宅介護支援事業所に変更しなければ入居を断らざるを得ないと有料老人ホームの

法人本部の職員に言われた。

■ ケアマネジャーがケアプランの変更を求められた事例

有料老人ホームの入居者を担当しているケアマネジャー（当該ホームの設置者と異なる法人が運営する居宅介護支援事業所の職員）が、

当該有料老人ホームの職員から、ホームに併設された通所介護事業所の利用を加えたプランに変更するよう依頼された。

有料老人ホームの適切な運営の確保の観点から、入居者の医療・介護サービスの利用に当たって、特定の医療機関や介護サービス事業所からの
サービス提供に限定又は誘導しているといった事例などを把握するため、都道府県・指定都市・中核市を対象に令和５年度に調査を実施。（有
料老人ホームにおける適正なサービス提供確保のための指導監督の徹底について 令和５年10月31日事務連絡）

有料老人ホームの指導監督権者に対する調査結果

入居者の介護サービス利用が特定の介護サービス事業所からのサービス提供に限定又は誘導したことが疑われる
相談・通報件数                                            42件

任意の調査又は法・指針に基づく報告・徴収・検査を
実施した事例                                              25件

任意の口頭指導または文書指導を実施した事例 14 件

指導等には至らなかった事例  ９件

対応を検討中                                           ２件

相談・通報を受け付け、対応を終了した事例     14件

対応を検討中・その他                                   ５件

76

• 特定施設入居者生活介護の指定との関係

77

Ｐ.11

Ｐ.11



特定施設入居者生活介護の指定を受けていない理由

78出典：令和6年度老健事業「高齢者向け住まいにおける運営形態の多様化に関する調査研究事業」

⚫ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない理由について、「「施設」ではなく「住まい」として運営したい」を
挙げた施設は、有料老人ホーム34.6％、サービス付き高齢者向け住宅49.4％と最も多く、「保険者（自治体）による
総量規制のため」を挙げた施設は、有料老人ホーム10.6％、サービス付き高齢者向け住宅10.5％であった。
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